
○流山市行財政改革審議会条例 

平成１５年１０月３日 

条例第２４号 

改正 平成２４年１２月２１日条例第２９号 

（設置） 

第１条 市は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項

の規定により、流山市行財政改革審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、本市の行財政改革の推進に関する事項

について必要な調査及び審議を行い、市長に答申し、又は建議するものとす

る。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 審議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 公共的団体等を代表する者 

（３） 市民等 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員を生じた場合の補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定め

る。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が会

議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（部会） 



第７条 審議会に特定の事項を調査研究するため、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長及び副部会長各１人を置き、部会に属する委員の互選により

これを定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故のあるとき又は部会長が欠けたときは、副部会長がその職務

を代理する。 

６ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条中

「審議会」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委

員」とあるのは「部会に属する委員」と読み替えるものとする。 

７ 部会は、調査研究の経過及び結果を審議会に報告するものとする。 

（会議の運営等） 

第８条 会長は、会議の議事及び運営等に関し必要な事項を定めることができ

る。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、行財政改革を主管する課において行う。 

（委任） 

第１０条 この条例で定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（審議会の招集に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日以後 初に開かれる審議会の会議は、第６条第１項の

規定にかかわらず、市長が招集するものとする。 

附 則（平成２４年１２月２１日条例第２９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の流山市防災会議条例、

流山市附属機関に関する条例、流山市文化財の保護に関する条例、流山市通

学区域審議会条例、流山市史編さん審議会条例、流山市立幼稚園協議会条例、

流山市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例、流山市都市計画審議会条

例、流山市行財政改革審議会条例、流山市情報公開・個人情報保護審査会条



例、流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例、流山市産

業振興基本条例、流山市生涯学習審議会条例及び流山市街づくり条例に基づ

き委嘱若しくは任命されている委員又は選任の手続が開始されている委員に

ついては、当該委嘱又は任命の期間満了日までに限り、なお従前の例による。 

 


